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【回答状況、回答者属性等】

回答要請数： 7 689回答要請数： 7,689
総回答数： 2,990(38.88%) 内有効回答数: 2,988(38.86%)

Ｆ１ 社内・社外の区分

② 非常勤

3%

Ｆ２ 常勤・非常勤の区分

① 社内

69%

② 社外

31%

① 常勤

97%

Ｆ４ 上場区分
④ その他

（特殊

法人等）

1%

⑤ 不明

6%

Ｆ３ 会社の機関設計

① 上場

会社

56%

② 上場

会社以外

44%

① 監査役

設置会社

20%

③ 委員会

設置会社

1%

1%

56%

② 大会社

③ その他

（特殊

法人等）

Ｆ５ 会社法上の区分 Ｆ７ 会社の株主等の状況

② 監査役会

設置会社

72%

以外

17%

法人等）

1%

① 親会社、

議決権の過

半数を有する

個人やグ

ループがいる

45%

② それ以外

（①に該当し

ない）

① 大会社

82%

55%
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a農林水

産鉱
1%

b建設
6%

jその他
3%

Ｆ６ 業種別

① 複数

いる

21%

Ｆ１０ 職務を補助する使用人（スタッ

フ）の有無

g電気ガス
1%

hサービス
11%

i金融
7%

② １人

いる

26%

③ いない

53%

Ｆ１１ 監査役（監査委員）の経験年数

c製造
42%

d卸売・

小売e不動産・

f情報通信
9% ① １年

未満

24%

② １年

以上４

③ ４年

以上

31%

監 役（監 委員） 経験年数
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＜内部通報を受けたX社 常勤監査役 行動を問う＞

ケース１の概要

＜内部通報を受けたX社の常勤監査役の行動を問う＞

場面①
グループの中核会社であるＸ社では、グループ内部通報制度の中で、グループ
各社の役職員からの内部通報を受ける窓口の一つとして、Ｘ社の監査役を指定各社 役職員 部 報 受 、 社 役 指
しています。

Ｘ社の常勤監査役は、匿名の通報者から、「Ｘ社連結子会社であるＡ社（監査
役設置会社）が架空取引を行っている。Ａ社業績に重大な影響を与えるだけで
なくＸ社連結決算にも重大な影響を与えかねない長期滞留在庫があることを、
Ａ社の社長（Ｘ社の役職員を兼務していない）は隠している」との通報を受け
ましたました。

場面②
グループ内部監査部に対し調査を依頼しましたが、報告期限を経過しても報告
がありませんでした。

場面③
その後、あなたはＸ社内部監査部と一緒にＡ社に実際に出向き、倉庫を実地調
査し、在庫の状況や関係帳簿を確認しました。その結果、確証を持つには至ら
なかったものの架空取引の疑いが消えなかったので、Ｘ社の執行部に対し、調架 引 社 執行部 調
査委員会を立ち上げて適切に調査し、必要な対応を行うよう求めました。
決算発表が間近に迫っているとの理由で、Ｘ社執行部が調査委員会に対し、短
期間（２週間）で結論を出すよう求めました。

場面④場面④
調査委員会から『架空取引と疑われる事実はない』との結論が報告されました
が、さまざまな制約（提出された資料に基づいた調査である、実地検査は行っ
ていない等）が付いていました。

場面⑤場面⑤
様々な調査等の結果、あなたは、架空取引がほぼ確実であるとの結論に至りま
した。
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【ケース１場面①】 親会社の監査役が子会社に関する内部通報を受けた後、どう対処
するか
（問1-1、問1-3＊）

1. 監査役が主導して調査を行う 969

2. Ｘ社の内部通報担当部署に対し、A社の
調査を指示し、結果を報告するよう求める

1,042

3. Ｘ社でグループ内部監査を担当する部署

32.4%

34.9%

（グループ内部監査部）に対し、A社の調査を
指示し、結果を報告するよう求める

2,073

他1. X社の他の監査役と協議する、相談す
る

82

他2. X社の役員、担当取締役等に調査を依
頼する

35

69.4%

2.7%

1.2%頼

他3. X社の社長に報告する、情報共有する 29

他4. A社の監査役に調査を依頼する 28

他 社 社長 指示を依頼す 対応を

1.0%

0.9%

他5. X社の社長に指示を依頼する、対応を
要請する

22

他6. 弁護士、会計士、外部の専門家に調査
を依頼する

15

4. 特に何もしない 2

0.7%

0.5%

0.1%

％は有効回答数2,988に
対する割合

↑選択肢番号の「他1～6」は、問1-1でその他を選択し、問1-3にその内容が記載されていたものを、事務局にて集計したもの

社内の内部監査部門を含む内部統制部門と連携を図るという回答が69.4％と多数を占めた。子会
社の経営陣の問題について親会社の内部統制部門に調査を要請することは初動対応として自然
なものといえる。しかしながら、親会社の内部統制部門とはいえ社内部門であることは変わりなく、親
会社の経営陣が関与している可能性も否定できないので、監査役としては内部統制部門の独立性

継続的 視す 望について継続的に注視することが望まれる。

監査役が主導して調査を行う選択肢を選択した回答も32.4% あった。自ら調査することも監査役の
役割ではあるが、対象となる子会社の監査役と連携を取り、彼らに調査を主導させることも考えられ
る。もちろん、その対応が不十分であれば自ら調査を行うことも視野に入れておく必要がある。
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ケース１場面①の対処方法を選択した主な理由
（問1-2＊）

(1) 「１．監査役が主導して調査を行う」を選択した理由

23.5%

21.8%

1. 事実確認のため 42

2. 自分が通報を受けたから 39

％は肢１のみを選択し、かつ理由を記載した179人に対する割合

18.4%

12.3%

3. 監査役の当然の職務だから 33

4. 重大案件だから 22

50.5%1. 内部通報制度（規程）に従うから 108

(2) 「２．Ｘ社の内部通報担当部署に対し、A社の調査を指示し、結果を報
告するよう求める」を選択した理由

％は肢2のみを選択し、かつ理由を記載した214人に対する割合

20.1%

11.2%

2. 事実確認のため 43

3. 執行側が主導すべきだから 24

％は肢 みを選択し、か 理由を記載した 人に対する割合

1 内部通報の窓口だから 制度に従う 97

(3) 「３．Ｘ社でグループ内部監査を担当する部署（グループ内部監査部）に
対し、A社の調査を指示し、結果を報告するよう求める」を選択した理由

19.5%

16.5%

16.1%

11.2%

10 6%

1. 内部通報の窓口だから、制度に従う 97

2. 内部監査部門の調査能力、専門性 82

3. 事実確認のため 80

4. まずは一次調査させて判断する 56

5 内部監査部門の本来の職務だから 53

6

％は肢3のみを選択し、かつ理由を記載した498人に対する割合

10.6%

8.6%

5. 内部監査部門の本来の職務だから 53

6. 親会社が主導すべき、グループ会社
の問題だから

43



(4)選択肢２（内部通報担当部署に調査を指示）及び３（内部監査部門に

22.3%

20 0%

1. 内部通報の窓口だから、制度に
従う

39

2 関係部門で情報共有 連携 35

(4)選択肢２（内部通報担当部署に調査を指示）及び３（内部監査部門に
調査を指示）を選択した理由

20.0%

18.3%

14.9%

2. 関係部門で情報共有、連携 35

3. 事実確認のため 32

4. まずは一次調査させて判断する 26

％は肢２及び３を選択し、かつ理由を記載した175人に対する割合

12.0%

10.9%

5. 調査能力、専門性があるから 21

6. 執行側が主導すべき 19

34.9%1. 監査役が主導する、連携する 74

(5)選択肢１（監査役が主導）及び３（内部監査部門に調査を指示）を選択
した理由

16.0%

12.7%

監査役が主導する、連携する

2. 監査役の当然の職務だから 34

3. （監査役自ら）事実確認するため 27

11.3%

8.5%

7.1%

4. 複数部門で調査・評価すべき 24

5. 執行側と情報共有、連携 18

6. 社内関連部門とも連携 15

7

％は肢１及び３を選択し、かつ理由を記載した212人に対する割合

7.1%
7. まずは内部監査部門に一次調
査させる

15



ケース１場面①で「1.監査役が主導して調査を行う」場合の調査の内容や方法
（問2-1、問2-2＊）

1. Ａ社の社長を呼び、説明を求める 268

2. Ａ社の監査役に調査・説明を求める 684

9.0%

22.9%

3. 自らＡ社に出向き、在庫確認、帳簿
閲覧等の調査を行う

479

4. 外部者に依頼して調査させる 84

5. Ｘ社でＡ社の監督を担当する部門の
607

16.0%

2.8%

20.3%
担当取締役を呼び、調査・説明を求める

607

他1. 会計監査人と連携して調査する 13

他2. 内部監査部門等と連携して調査
する

8

%

0.4%

0.3%

他3. 内部監査部門に調査させる 3

他4. 社内調査体制・チームを構築する 3

他5. Ｘ社の社長や執行側に相談する 6

0.1%

0.1%

0.2%

他6. 監査役会で協議 5

他7. その他 12

0.2%

0.4%
％は有効回答数2,988に
対する割合

8

親会社監査役には子会社調査権があるため、必要に応じて適切な権限行使をするべきだが、子
会社監査役（選択肢2）や親会社にて子会社を担当する取締役（選択肢5）との協働も重要である。
事案にもよるが、親会社監査役として実効性ある調査活動を行うには、子会社監査役や担当取
締役の調査をモニターすることは、有効と考えられる。



【ケース１場面②】 内部監査に調査を依頼したが、指定した期限通りに調査結果の報
告がなかった場合の対応
（問3＊）

〈注〉
自由回答としたところ、(1)最初のアクションと、 (2)それを受けた対応、という２段階の記
載が多く見られたため、それぞれを分けて集計した。
（例 (1)調査状況を聞き、(2)その内容に応じて第三者委員会の設置を検討する）

1. 調査状況を聞く、事情聴取 1,286

2. 遅延している理由を聞く 364

3. 催促する、期限を決めて報告を促す 340

(1)最初のアクション

59.2%

16.8%

15.7%催 報

4. 社長と面談する、働きかけを求める 175

5. 関係する役員へのヒアリング等 146

6. 途中経過の報告を求める 107

7. 関係部署に報告する等、連携 79

5.7%

8.1%

6.7%

4.9%

3.6% ％は有効回答数2,171
8. Ａ社の監査役に報告を求める 69

（小計） 2,566

(2)その次の対応

3.2%

,
に対する割合

(2)その次の対応

1. 監査役自ら調査を行う 278

2. 調査委員会・第三者委員会を設置する 221

3. 調査を依頼する（社内か社外に） 158

4 対応を検討する、状況に応じて判断 66

12.8%

10.2%

7.3%

3 0%4. 対応を検討する、状況に応じて判断 66

5. 取締役会で報告する 52

6. 弁護士や会計士に相談する 48

7. 他の監査役と協議する、監査役会を開く 42

8. 監査役が主導・指揮する 30

3.0%

2.4%

2.2%

1.9%

1 4%

％は有効回答数2,171
に対する割合

9

次ページへ続く

8. 監査役が主導 指揮する 30

（小計） 895

1.4%



一旦、内部監査部門に調査を委ねたものであることから、期限内に調査結果が報告されない場合に、
事情を聴く（59.2%）や理由を聞く（16.8%）との回答が多かったことは自然なことと考えられる。報告が
出てくるまで放置するとの回答が見られなかったことは当然のことではあるが、事情を聞いた後の対
処がより重要である。次のアクションが明確に記載されていない回答もあったが、事情を聞いた上で、
内部監査部門に調査を継続させるか他の方法を取るか等を判断し、そのまま放置することがないよう
注意する必要があると考えられる。

なお 短期間で結論を出す必要に迫られる場合には 調査を担当した内部監査部門に訊ねることななお、短期間で結論を出す必要に迫られる場合には、調査を担当した内部監査部門に訊ねることな
く、直接経営トップに直談判することを検討すべき場合もあると考えられる。

内部監査部門に調査を委ねる場合には、事前に迅速な対応が必要であることを十分伝えた上で、
途中経過を確認する等、期限内に報告がされるよう工夫することも検討したい。

＜参考＞場面②(2)の監査役等の経験年数別の対応方法の違い

→ 経験年数が長い方が「自ら調査する」を選択している割合が高い

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

1.監査役自ら調査する

2.調査委員会等を設置する

3.調査を依頼する

4.対応を検討する等4.対応を検討する等

5.取締役会で報告する

6.弁護士・会計士に相談

7.監査役会を開催する

8.監査役が主導・指揮する

1年未満 1年以上4年未満 4年以上

1 2 3 4 5 6 7 8

1年未満 28 0% 28 0% 17 7% 11 3% 4 3% 3 8% 2 7% 4 3%

10

1年未満 28.0% 28.0% 17.7% 11.3% 4.3% 3.8% 2.7% 4.3%

1年以上4年未満 27.9% 25.2% 18.6% 7.6% 6.8% 6.6% 3.9% 3.4%

4年以上 37.1% 21.9% 16.6% 4.6% 5.3% 5.0% 7.0% 2.6%



【ケース１場面③】 執行部門が立ち上げた調査委員会の調査期間（２週間）が不十分
と感じられた場合の対処
（問4-1＊）

1. 調査委員会に２週間で十分な調査を行えるか質問し、満足のい
く回答がない場合はX社執行部に対し調査委員会に十分な調査期
間を与えるよう要請する

916

2. 調査委員会に最低限調べて欲しい内容を伝える 639

週間で 調査結果を中間報告とし 更に調査を継続する とを

31.9
%

22.3
%

3. ２週間での調査結果を中間報告とし、更に調査を継続することを
要請する 402

4. 報告が出るまで待つ、まずは２週間での報告を要請、結果を見
て判断する 130

5. 決算発表で事実や調査中との開示をする、決算発表での対応
を検討等 51

14.0
%

4.5
%

1.8
%

6. 外部専門家に意見を求める、協議等（特に会計監査人と） 50

7. 監査報告に記載する（留保、後発事象、その他何らかの記載） 30

8. 適時開示、その他開示対応 22

1.7
%

1.0
%

0.8
%

9. 後で決算を訂正 16

10. ２週間で十分な調査が出来る体制の整備を要請（委員の増員
等） 12

11 監査役会の開催等 4

％は有効
回答数
2,869に対
する割合

%

0.6
%

0.4
%

0.1

％は有効回答
数2,869に対す
る割合11. 監査役会の開催等 4 する割合

%

架空取引は粉飾決算につながる重大事件となりうるとの意識から、31.9％の回答者が、調査委員会
に直接働きかけて、期限内での調査可否等を確認し、必要であれば執行部に働きかけ期間延長を
求めるとしており、監査役として積極的に関与していく姿勢が見られる。

調査委員会に対して最低限調べて欲しい内容を伝えるとの回答も22.3%あった。このアクションは、
「監査役はたとえ不十分であっても、最低限のことさえ調べていれば、当該調査委員会の調査結果
を受け入れ と た誤解を招く可能性もあ と ら 慎重 対応す 必要があを受け入れる」といった誤解を招く可能性もあることから、慎重に対応する必要がある。

監査役としては、十分な調査を行った上で会社が適切な対応を取れるよう、十分に気を付けて見守
るとともに、予め必要な対処を行うとともに、不十分な調査結果しか出ないことを見越した次の対応を
検討しておくことが必要と考えられる。
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【ケース１場面④】 調査委員会の報告が鵜呑みにできない状況で、決算発表期日が
迫っている場合の対処
（問4-2＊）

1. 再調査をさせる、調査を継続する 1,338

2. 実地検査する 333

46.4%

11.6%

3. 自ら調査を行う 31

4. 監査報告において留保意見を付け
る、何らかの記載をする

1,088

5. 監査報告の提出時期について相談
する 提出を延期する

369

1.1%

37.8%

12.8%
する、提出を延期する

369

6. とりあえず受け入れる 289

7. 弁護士・会計士に相談など、調査さ
せる

160

10.0%

5.6%

8. 執行側に意見を述べる、取締役会で
報告

45

9. 監査役会を開く、監査役と協議 33

10 第三者委員会の設置を要請する 24

1.6%

1.1%
％は有効回答数2,881に
対する割合

10. 第三者委員会の設置を要請する 24

11. 決算発表の延期等 18

0.8%

0.6%

「再調査をさせる、調査を継続する」との回答が46.4％と一番多かった。疑義が消えない限り、再調
査や調査の継続は自然な選択である。また、37.8％あった「監査報告に留保意見を付する」という回
答も、疑惑を放置しておかないという強い決意として評価できる。ただ、監査役としては、自らの職務
を全うするとともに、開示の期限や株主総会開催に向けたスケジュールが守れないことによる悪影響
にも、会社の一機関として留意する必要がある。例えば、執行部門と相談して決算発表等のスケ
ジュールを調整する必要もあるであろうし、監査報告への意見表明が与える影響等にも注意する必
要があるだろう。かかる対応を行うには、会計監査人のほか、弁護士等外部専門家の助言も得なが
ら、独立性を保ちつつも、執行部門の考えも斟酌した現実的な対処が求められよう。
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＜参考＞ケース１場面③（問4-1)および④（問4-2)の場合の対処方法

調査期間の方向性について

問4 1及び問4 2の回答のうち 特に調査期間に対する考え方に いて言及し問4-1及び問4-2の回答のうち、特に調査期間に対する考え方について言及し
たものを分類した。

1. 二段階で調査する、中間報告と追加調査 402 43.3%

2. 調査期間を延長、決算発表とは無関係に調査する 273 29.4%調 期間 延長、 算 表 関係 調 す

3. ２週間で終わらせる、決算発表に間に合わせる 131 14.1%

4. 決算発表を延期して調査する 123 13.2%

小計 929 100.0%

段階 調

3.２週間で終

わらせる、決

4.決算発表を

延期して

調査する

13%
1.二段階で調

査する、中間

報告と

追加調査

43%

2.調査期間を

算発表に間に

合わせる

14%

延長、決算発

表とは無関係

に調査する

30%

調査期間について、二段階式とする回答が多く寄せられた。2週間で判明したことのみで会計
監査人等と対応を協議することなどは、現実的な対応として考えられる。ただし、調査が不十
分で真相が判らないことを以て計算書類等への指摘を行わなかったため、結果として不実記
載となった場合には、任務懈怠責任を問われることもあるので注意する必要がある。

「調査期間を延長し、決算発表とは無関係に調査する」との回答が29.4%あった。この回答の方
大半も決算発表 重要性も十分理解 た上 回答 あろうが 計算書類 影響があの大半も決算発表の重要性も十分理解した上での回答であろうが、計算書類への影響がある

と考えられる事案においては、調査の進捗状況を踏まえた開示等への対応も必要となろう。

13



【ケース１場面⑤】 様々な調査の結果架空取引がほぼ確実となった場合の対処
（問5＊）

1. Ｘ社の財務・経理等の部署に確認させる 974 34.0%社 経 部署 確認

2. 取締役会で報告、開催を求める等 522

3. CFOその他Ｘ社の経営陣に報告、必要な
措置を要請等

410

4. 会計監査人に相談、調査や連携 378

3 .0%

18.2%

14.3%

13.2%4. 会計監査人に相談、調査や連携 378

5. 原因究明、証拠収集、再調査など 324

6. 決算の修正、決算発表の延期、その他決
算への対応

259

7. Ｘ社の社長に報告 230

11.3%

9.1%

8.0%

8. 監査役会を開催、協議 229

9. Ｘ社の内部監査部その他関係部署に報告、
確認、連携

184

10. 事実の開示・公表への対応を検討等 183

8.0%

6.4%

6.4%

11. 第三者委員会や外部者による調査委員
会の設置（を要請）

149

12. 弁護士その他専門家に相談 88

13. 再発防止策の確認 85

5.2%

3.1%

3.0%

14. Ａ社の役職員への事実確認、ヒアリング
等、その他Ａ社の調査

81

15. 処分、懲罰、訴訟の確認 77

16. Ａ社の役職員に対応を要請等 34

2.8%

2.7%

1.2%

％は有効回答数2,861に
対する割合

架空取引がほぼ確実になった後は、様々な対処を同時並行的に行う必要があり、会社の状況に応
じ、監査役として対処すると同時に、監査役からの要請等も含めて執行部門が適切な対処を行って
いることを確認していく必要がある。

一例としては 「監査役会に報告→X社社長に調査結果を報告→執行側で最終確認を行いX社の

17. 内部統制システムの見直し等 13 0.5%

例としては、「監査役会に報告→X社社長に調査結果を報告→執行側で最終確認を行いX社の
連結決算の影響度を把握→取締役会に報告（決算修正・開示等法令に沿った処置を取るよう勧告）
→その後の執行状況を注視する」といった流れが考えられる。またこの間、適切なタイミングで、会計
監査人への調査事実の報告も要するだろう。なお、併せて、再発防止策の検討や社内処分等が行
われるかの確認等にも留意したい。
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4 報告は
5.その他

【ケース１】 内部通報受領から架空取引判明までの間、何時、取締役会に報告するか
（問6-1、6-2＊）

1.内部通報

を受けた時点

19%

4.報告は

しない1%
（問6-2）4%

2.疑いを持っ

た時点

26%

3.ほぼ確実と

思われるに

至った時点

50%

1. 内部通報を受けた時点 559

2 疑 を持 た時点 12. 疑いを持った時点 771

3. ほぼ確実と思われるに至った時点 1,501

4. 報告はしない 28

他1. 疑いがより強くなったとき 7

他2. 調査委員会を立ち上げるとき、調査開始時 12

他3 調査委員会がほぼ確実と判断したとき 調査で判明したとき 3他3. 調査委員会がほぼ確実と判断したとき、調査で判明したとき 3

他4. 実態把握がある程度できた時点、調査した後 14

他5. 監査役会で協議した後 12

他6. 社長等と協議した後、対応方針が決定した後 19

他7. コンプライアンス委員会に報告してから 4

他8 経営会議に報告してから 7

取締役会への報告は「ほぼ確実と思われるに至った時点」で行うとする回答が最も多かった。

他8. 経営会議に報告してから 7

他9. 担当取締役から取締役会へ報告してもらう、執行マター 32

他10. その他 18

監査役の独自の調査で足りるか、執行部門の協力を要するか等、調査の方法や内容次第ではある
が、事実確認が済むまで疑惑を放置することにより、証拠の隠滅、損失の拡大、レピュテーション低
下等のダメージが想定されるのであれば、前広に報告を行う必要もあるだろう。その場合、監査役か
ら臨時の取締役会開催を求めることも検討すべきである。
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＜参考＞ケース1 取締役会への報告時期に関する業種別分析

70.0%

50.0%

60.0%

70.0%

20 0%

30.0%

40.0%

0.0%

10.0%

20.0%

1内部通報受領時 2疑いを持った時点 3ほぼ確実の時点 4報告なし 5その他

1
農
水
鉱

2
建
設

3
食
料
品

4
繊
維

5
化
学
薬

6
石
油
等

7
鉄
鋼

8
機
械

9
他
製
造

10
卸
売

11
小
売

12
不
動
産

13
運
輸

14
情
報
通
信

15
電
気
ガ
ス

16
サ
ー
ビ
ス

17
金
融

18
そ
の
他

（平
均
）

1内部通報
受領時

31.6% 16.9% 15.3% 10.6% 20.4% 30.2% 13.9% 20.3% 20.5% 28.7% 14.8% 14.7% 18.3% 16.5% 4.5% 18.8% 14.2% 18.0% 18.2%

2疑いを2疑いを
持った時点

10.5% 27.7% 26.3% 18.2% 26.3% 30.2% 16.5% 25.9% 26.2% 24.5% 23.2% 18.6% 23.8% 33.3% 18.2% 27.6% 27.5% 24.0% 23.8%

3ほぼ確実
の時点

52.6% 48.2% 50.8% 57.6% 49.0% 34.9% 65.2% 46.7% 47.6% 42.1% 56.1% 60.8% 51.6% 44.4% 54.5% 45.5% 52.3% 50.0% 50.6%

4報告なし 0.0% 1.2% 0.8% 0.0% 0.4% 0.0% 0.0% 1.3% 0.4% 0.0% 0.0% 0.0% 1.6% 1.8% 2.3% 0.9% 1.8% 3.0% 0.9%

16

5その他 5.3% 6.0% 6.8% 13.6% 3.9% 4.7% 4.3% 5.9% 5.2% 4.6% 5.8% 5.9% 4.8% 3.9% 20.5% 7.2% 4.1% 5.0% 6.5%

回答総数 19 166 118 66 255 86 115 375 229 216 155 102 126 279 44 319 218 100



＜問題のある大規模買収に直面した監査役の行動を問う＞

ケース２の概要

Ｙ社は、昨年度の連結純利益が100億円の会社で、常勤監査役１名と非常勤監
査役２名から成る監査役会設置会社です。

場面①
ある日、社外監査役を含む全監査役が参加したＹ社の監査役会で、会計監査人
から「社長の肝いりで進められている100億円規模の買収案件がある。買収先
Ｂ社の事業計画を見たところ 赤字続きの会社で 業績予測も特段の投資を行Ｂ社の事業計画を見たところ、赤字続きの会社で、業績予測も特段の投資を行
うことなく飛躍的に上昇するものとなっていて、あまりに楽観的にすぎると
思っている。こんな値段で買うとは何か他の意図さえも感じる。投資評価のプ
ロセスや投資のスキーム等に問題がないかどうか、監査役としてのお考えを聞
きたい。」という話がありましたが、監査役は誰もこの買収案件の存在を知り
ませんでした。

Ｚ常勤監査役は、監査役会で事実確認の依頼を受け、財務筆頭役員（CFO）に
聞いたところ、「これは社長の肝いりで、私と社長で進めている。大規模な重
要案件だから、社内にはほとんど知らせていない。法務部も関与していない。
あなたにも知らせず、申し訳なかった。Ｂ社は外からは収益性がないと見える
かもしれないが、めったにない掘り出し物であり、事業の将来性には何の問題、 掘 出 物 、 業 将来性 何 問
もない。来週には取締役会に付議する予定なので、監査役会にもその旨を伝え
ておいてほしい。」と言われ、Ｚ常勤監査役は、他の監査役にそのままを伝え
ました。

場面②
その１週間後、各監査役宛に、取締役会の開催通知と議題であるＢ社買収の決
定に関する資料が送付されてきました 資料は 会計監査人から問題がありそ定に関する資料が送付されてきました。資料は、会計監査人から問題がありそ
うだと指摘された内容を含んだままの金額で作成されており、３日後の取締役
会に付議される予定です。

場面③
会計監査人から聞いた話も含め、疑わしい案件であるとは思いつつも、特段の
新しい情報も得られないまま取締役会の当日を迎えました。新しい情報も得られないまま取締役会の当日を迎えました。

場面④
Ｂ社買収案件は取締役会で案件が可決され実行されました。しかしその２年
後･･･「Ｂ社の買収は粉飾隠しのためのものではないか」との内部通報が、コ
ンプライアンス担当取締役とＺ常勤監査役宛に来ました。コンプライアンス担
当取締役は、「事実関係・疑惑の真偽を確かめるため、社長・CFOをはずした
社内調査委員会を立ち上げるべきである と う意見を 社長と 常勤監査役社内調査委員会を立ち上げるべきである」という意見を、社長とＺ常勤監査役
宛に述べました。すると社長は「勝手なことをするな。そんな勝手なことをす
るのならコンプライアンス担当から外す」として、次の取締役会でコンプライ
アンス担当取締役の担当替えの議案が付議されました。
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【ケース２ 場面①】 会計監査人より問題ある買収案件の存在を知らされ、CFOに確
認したところ、社長肝いりの案件として来週取締役会に付議すると知らされた後の対処
（問7-1、7-3＊、7-4＊）

1. 監査役会の開催を求め、対応を協議
2 365 79 1%する
2,365

2. 案件内容の報告を求める 2,240

3. 弁護士に相談する 589

4 特に何もしない 24

79.1%

75.0%

19.7%

0 8%4. 特に何もしない 24

他1. 外部の専門家に意見・鑑定等を
求める

26

他2. 適切な意思決定プロセスを求める 15

他3. 他の部署・役員等と情報共有をす
10

0.8%

0.9%

0.5%

0 3%他 他 部署 役員等 情報 有 す
る

10

他4. Ｂ社について情報収集をする 9

他5. 取締役会で質問、対応等 6

他6. 取締役会での審議の延期を求め
4

0.3%

0.3%

0.2%

0.1%

％は有効回答数2,988に
対する割合

監査役会の開催や案件内容の報告を求めるとの回答が多かったが、初動としては適切と思われる。
順序は状況により変わってくると思うが、監査役間での情報・問題点の共有と執行側への詳細報告
の要請は重要である。経営トップが主導していることに怯まずに、本質的な問題をあぶり出し、監査
役の責務を果たすことが期待される。

審
る

4

【何もしない理由】

1. 取締役会で対応するから、取締役会での説明を待つ等 12

2 この段階では判断材料がないので行動できない 62. この段階では判断材料がないので行動できない 6

3. 違法性があるか否か分からないから 3

4. 詳細を聞き出せる可能性・再検討させる可能性が乏しいから 2

5. 純利益の範囲内なので 1

総計 24

18

「何もしない」が即間違いとは言えないが、最低限、注視を継続し、いつでも然るべきアクションが
取れるよう準備をしておく必要がある。



ケース２ 場面①の後の対処として「2.案件内容の報告を求める」とした場合の、報告
を求める相手、 報告を求める内容、報告を聞いた後の対処
（問7-2＊ ）

(1) 報告を求める相手

1. 社長 1,423

2. CFO、担当取締役 1,164

3 経理部長 関係社員 48

64.7%

52.9%

2 2%

(1) 報告を求める相手

3. 経理部長、関係社員 48

4. 弁護士・会計士、外部の専門家 33

5. 他の役員、経営陣、取締役会で 20

2.2%

1.5%

0.9% ％は有効回答数2,201に
対する割合

（2）報告を求める内容

1. 買収価格の計算根拠、価格の妥当性 914

2. 買収案件の内容や買収検討の体制等 828

3. 買収の必要性・目的・経緯、Ｙ社事業との関
係等

381

（2）報告を求める内容

41.5%

37.6%

17.3%
係等

4. 事業計画、投資計画など、将来の見込み 299

5. 第三者による評価の有無 234

6. リスク評価、メリット・デメリット 169

7 デューデリの有無 113

13.6%

10.6%

7.7%

5 1%7. デュ デリの有無 113

8. 経営判断原則や善管注意義務の違反 69

9. Ｂ社の業績内容、財務状況等 41

10. 資金調達の方法 24

5.1%

3.1%

1.9%

1.1% ％は有効回答数2,201に
対する割合

社長・CFOなど案件を主導している経営幹部に直接報告を求めるとした回答が多数を占めたことは
非常に心強い。

報告を求める内容としては 買収の目的 経緯及び買収検討体制 買収先の会社や役員のプロ

11. シナジー効果 21 1.0%
対す 割合

報告を求める内容としては、買収の目的・経緯及び買収検討体制、買収先の会社や役員のプロ
フィール、財務の内容、財務・法務に関するデューデリジェンスの内容、事業計画のフィージビリティ
スタディの内容、買収価格の計算根拠、第三者の評価書、買収後のオペレーションとシナジー効果、
リスク評価、買収資金の調達方法、被買収会社との買収に係る契約関係等が考えられる。
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（ ）報告を聞いた後の対応

1. 監査役会で対応を協議する、監査役
会の意見をまとめる

607

2. 外部の専門家に相談、意見を求める 256

27.6%

11.6%

（3）報告を聞いた後の対応

3. 監査役会として意見表明する（取締
役会で）、意見書を提出

109

4. 再検討を求める 51

5. 調査する、鑑定、デューデリ等 47

5.0%

2.3%

2.1%5. 調査する、鑑定、デ デリ等 47

6. 役員に質問する、社長と面談 39

7. 社内の関連部署に相談等 32

8 差止め請求 検討（中止 取り止め） 29

1.8%

1.5%

1 3%8. 差止め請求の検討（中止、取り止め） 29

9. 取締役会の延期を求める 21

10. その他 31

1.3%

1.0%

1.4%
％は有効回答数2,201に
対する割合

「監査役会での協議」と「外部の専門家に相談」が回答の１、2位を占めている。これは拙速に判断せ
ずに慎重な対応を行うという考えの表れと推測される。これらの協議・相談を通して問題点を抽出し、
経営判断の原則に照らし問題が無いか否かを分析し、取締役会に向けた準備が必要となる。

取締役会 資料受領後 対応（次ペ ジ）よりは少な も 監査役会とし 意見書を提出する取締役会の資料受領後の対応（次ページ）よりは少ないものの、監査役会として意見書を提出する
等の回答にもある通り、問題点があれば、早めに監査役会の意見をまとめ、できるだけ事前に社長・
CFO及び担当取締役に回付し、取締役会での十分な協議が行われるよう予め注意喚起しておくこと
も重要である。
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【ケース２ 場面②】 取締役会の開催通知と議案に関する資料を受領した後の対処Ⅰ
（問8-1、8-2＊）

1. 買収価格の決定を含め買収を行う
かどうかは経営判断なので、何もしな
い

70

2. 弁護士など外部専門家に意見を
求め 善管注意義務上の問題等を確 1 699

2.3%

56 9%求め、善管注意義務上の問題等を確
認する

1,699

3. 監査役会と社長の話し合いの機会
を設ける

1,789

4 監査役会として取締役会決議に対

56.9%

59.9%

4. 監査役会として取締役会決議に対
する意見書を提出する

1,391

他1. 取締役会で意見・質問する等、
その場で対応

48

46.6%

1.6%

他2. 監査役会で対応を協議 45

他3. 弁護士、会計士等に相談する、
外部者に意見・調査を求める等

44

1.5%

1.5%

％は有効回答数2 988に
他4. 社長やCFO、取締役に説明を
求める、真意を問う

42 1.4%

％は有効回答数2,988に
対する割合

「監査役会と社長の話し合いの機会を設ける」が59.9％と一番多く、次いで「弁護士など外部専門家
に意見を求め、善管注意義務上の問題等を確認する」が56.9％となっており、取締役会に向けて、
監査役会としてより具体的な問題点の確認や指摘をしようとするものと考えられる。さらに、「監査役
会として取締役会決議に対する意見書を提出する」46.6％と続いており、監査役会として案件に関
する問題点を意見書の形で明らかにするという、監査役としての取るべきプロセスを反映した回答と
なっている。

21

取締役会の結論が受け入れがたい場合に、監査役会として会計監査人・弁護士等社外の専門家と
再度協議の上、差止等の権限行使も有りうる旨を取締役会で表明することも、事前に検討・通知して
おくこと等が考えられる。



【ケース２ 場面②】 取締役会の開催通知と議案に関する資料を受領した後の対処Ⅱ
監査役会の開催の有無と監査役会での協議内容
（問8-1、8-2＊、8-3、8-4、8-5 ＊、8-6＊）

(1)監査役会開催の有無 (2)監査役会での協議内容

取締役

2．役割分

担を決める

（問8‐5で自

由記載）

10%

2．監査役

会は開催

しない

(問8-6)

4%

1．取締役

会で質問す

る内容や述

べるべき

意見を

相談する

90%

1．監査役

会を開催

し協議す

る(問8-5)

96%

1. 取締役会の審議の後、必要に応じて開催 38

2. 各監査役が取締役会で自由に意見すればよ
22

(3)事前に監査役会を開催しない理由

30.9%

2. 各監査役が取締役会で自由に意見すればよ
い、独任制だから

22

3. 必要なら事前に開催 13

4. 時間がないので開催できない、内容的に判断
できない

13

5. 監査役間で情報共有すればよい 13

情報収集 事実確認が先 1

17.9%

10.6%

10.6%

10.6%

6. 情報収集、事実確認が先 12

7. 不当でなければ経営判断、何もしなくてよい 11

8. まずは社長に相談・進言等 7

9. その他 5

9.8%

8.9%

5.7%

4.1%
％は有効回答数123に
対する割合

取締役会前には監査役会を開催しないとの回答が4%あったが、取締役会開催前に取締役会付議案
件について監査役会を開催することが望ましいことは言うまでもない。監査役会で十分協議し、取締
役会では一般論では無く、実務に即した実践的な発言・議論の展開が望まれる。

なお、監査役会を開催しない主な理由として、取締役会開催まで3日間しかなく、状況を把握しない
ままで監査役会を開催しても生産的な議論ができないと判断したと推測される 監査役は独任制で

22

ままで監査役会を開催しても生産的な議論ができないと判断したと推測される。監査役は独任制で
はあるものの、監査役間で情報交換することは個々の監査役にとって論点の整理になるだけでなく、
意見表明においても監査役が個々に意見表明するよりも、監査役会としての意見の方が影響力を持
つことには留意すべきである。



(4)監査役間の役割分担
1.社内 2.社外

1. 質問は社外監査役がする 70 23
2. 意見は社外監査役が述べる 30 7
3. 質問は社内監査役がする 24 2
4. 意見は社内監査役が述べる 53 17

(4)監査役間の役割分担

取締役会での監査役の発言等
に関する役割分担としては

回答者が社内監査役等の場合と社外監
査役等の場合に分けて集計したもの

5. 質問は全員で・各自が行う 8 5
6. 意見は全員で・各自が述べる 12 1
7. 法務・財務などの専門分野は社外・
非常勤、経営判断の妥当性等は社内

54 25

8. 内容によって分ける、予め調整 17 13
9. 質問は常勤がする 7 8

に関する役割分担としては、
「社外監査役が質問し、社内監
査役が意見を述べる」ことが多
いようである。内容に関する分
担では、社外監査役は経営戦
略及び得意の専門的分野を、
社内監査役は事業性等の社内
の実務的分野を担当することが質問は常勤がする

10. 意見は常勤が述べる 9 4
11. 質問は非常勤がする 0 1
12. 意見は非常勤が述べる 0 2
13. 状況に応じて 2 1
14. その他 33 6
（回答数） 205 84

の実務的分野を担当することが
多いようである。

個々のケースでは、社長等と対
等の立場で説得力を持って発
言できる監査役が中心になっ
て発言する等の工夫も必要とな
る。

25 0%

30.0%

35.0%

40.0%

1.社内

（回答数） 205 84 る。
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【ケース２ 場面③】 疑わしいという状況のまま、買収案件が取締役会に付議された場
合の取締役会での対処
（問9-1＊、9-2＊、9-3＊）

(1) 取締役会で質問する内容

1. 買収先の業績見通し、事業計画、将来の見込
み

1,013 

2. 買収価格の決定過程、価格の妥当性 766 

買収価格 計算根拠 金額 421

35.7%

27.0%

(1) 取締役会で質問する内容

3. 買収価格の計算根拠、金額 421 

4. 社長とCFOのみで進めた理由 296 

5. 買収の必要性・目的・経緯、Ｙ社事業との関係
等

261 

6 買収のリスク評価 196

14.8%

10.4%

9.2%

6 9%6. 買収のリスク評価 196 

7. 第三者による評価の有無 130 

8. 経営判断原則や善管注意義務の違反 128 

9. 会計監査人の指摘事項（投資スキーム等の問
111

6.9%

4.6%

4.5%

3 9%題）
111 

10. 買収案件の内容や買収検討の体制等、契約
内容・条件、意思決定プロセス

95 

11. 他の取締役の意見 60 

12. デューデリの有無、結果 59

3.9%

3.3%

2.1%

2 1%12. デュ デリの有無、結果 59 

13. 資料による説明、文書等の提出を求める 52 

14. 資金調達の方法 28 

15. シナジー効果 25 

2.1%

1.8%

1.0%

0 9%

％は有効回答数2,841に
対する割合

効果

16. Ｂ社の過去の業績内容、キャッシュフロー等 24 

0.9%

0.8%

事前の案件内容の確認時の質問事項（19ページ）と同様の、監査役として経営判断原則の判断に
必要な事実関係について質問するとの回答が大多数を占めていることは非常に心強い。
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(2) 取締役会で述べる意見の内容

1. 会計士が疑問を呈しているので見直
した方がよい

647

2. 買収価格に納得できない、価格が妥
当でない等

382

買収価格 計算根拠を聞く 金額

(2) 取締役会で述 る意見の内容

28.3%

16.7%

3. 買収価格の計算根拠を聞く、金額に
ついて

259

4. 外部者による再調査・評価を求める、
専門家の意見を求めるなど（第三者委員
会での調査も含む）

229

5. 買収先の業績見通し、事業計画、将
192

11.3%

10.0%

8 4%業績 業計 将
来の見込みについて

192

6. 善管注意義務違反のおそれ、経営
判断原則からの逸脱

168

7. 買収のリスク評価について 138

8 買収の必要性 目的 経緯 Y社事業

8.4%

7.4%

6.0%

8. 買収の必要性・目的・経緯、Y社事業
との関係等

92

9. 納得できる説明・回答を求める 87

10. 取締役会の議事録に、監査役の疑
念に て記載を求める

64

4.0%

3.8%

2.8%
念について記載を求める

64

11. 監査役会として反対の意見表明を
する

59

12. 他の取締役の意見を聞く 38

2.6%

1.7%
％は有効回答数2,285に
対する割合

監査役が取締役会で述べる意見の基本は、経営判断の原則に則っているかどうかという点となる。

買収案件等に関しては 執行部門から「弁護士から適法であると う意見を得て る と 頭説明買収案件等に関しては、執行部門から「弁護士から適法であるという意見を得ている」との口頭説明
がなされることが多い。監査役が取締役会で意見表明するには、判断材料が必要となるので、弁護
士意見等を執行部が受領しているのであれば、当該意見書を取締役会において配付するよう求め
ることが望ましい。執行部の説明に誤導されないよう留意する必要があろう。
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(3) 取締役会で「特に意見は述べない」とする理由

1. 買収は経営判断だから 19 52.8%

(3) 取締役会で 特に意見は述 ない」とする理由

2. 取締役全員が承認したから 6

3. 即断できない、進捗を注視する等 5

16.7%

13.9%

4. 監査役が何を言っても止まらないか
ら、その先の追及が出来そうもないから

2

5. 買収出来る財務状況だから、純利益
の範囲内だから

2

5.6%

5.6%
範囲内だから

6. 社外監査役に発言してもらうから 2

7 事前に社長に意見を伝えているから 1

5.6%

％は有効回答数36に
対する割合7. 事前に社長に意見を伝えているから 1 2.8% 対する割合

企業買収は経営判断の領域ではあるものの 経営判断に至るプロセスが不十分若しくは不適切で企業買収は経営判断の領域ではあるものの、経営判断に至るプロセスが不十分若しくは不適切で
あれば、取締役の善管注意義務違反となるので、その監査を行うことは監査役としての責務である。
万一、会社が重大な損失を被れば、監査役も任務懈怠を問われ多額の賠償義務を負いかねないこ
とは、肝に銘じて監査に当たる必要がある。
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【ケース２ 場面③】 取締役会で買収案件が可決した後の監査役の対処
（問10-1、10-2＊）

1. 何もしない 110

2. 差止め請求する 482

3. 案件の執行状況を監査するよう計画
2 319

3.7%

16.1%

6%する
2,319

4. 自身が辞任する 108

他1. 監査役の意見を取締役会議事録
に記載するよう求める

162

77.6%

3.6%

5.4%

他2. 弁護士等に相談する 70

他3. 代表取締役等に進言する、執行
側に監視・報告を要請

56

2.3%

1.9%

他4. 監査役会で対応を協議する 47

他5. 必要に応じて差止め請求する 47

他6. 監査役会の意見書を提出、監査
46

1.6%

1.6%

1 5% ％は有効回答数2,988に他 監査役会 意見書を提出、監査
報告に留保意見を付す

46

他7. 引き続き監査する、注視する 43

1.5%

1.4%

％は有効回答数2,988に
対する割合

難問であるが、案件のその後の執行状況を監査することは最低限必要な措置となろう。

当該案件により、会社が将来重大な損失を被るリスクが高く、取締役の善管注意義務違反が問われ
る可能性が高いと判断される場合は、会計監査人・弁護士等を交えて監査役会で協議し、監査役とる可能性が高 と判断される場合は、会計監査人 弁護 等を交えて監査役会で協議し、監査役と
して如何なる監査権限を行使すべきか審議する必要がある。

払拭されなかった疑念の内容次第で採るべき対応は異なってくるものの、監査報告における意見留
保、買収の公表に対する監査役としての意見公表等も検討の選択肢に入るものと考えられる。
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【ケース２ 場面④】 2年後、「買収は粉飾隠し」との通報を受けて社内調査委員会を
立ち上げようとした役員の担当替え議案が取締役会に付議された場合の対処
（問11-1、11-2＊）

71.7%

57.6%

2 2%

1. 担当替えの理由や背景について質
問する

2,142

2. 不当な担当替えである旨を意見表明
する

1,721

3. 取締役業務担当分野の人事権は取
2.2%

2.5%

締役会の専権事項であり、監査役として
は立ち入るべきではないから、特段のア
クションを採らない

67

他1. 調査委員会を立ち上げる（ことを
要請）

75

1.0%

0.8%

他2. 内部通報事実の確認、調査 29

他3. 社長等に対して不祥事の重大さ
を説明、説得 （調査委員会立ち上げ以
外の説明）

23

他 社長等 対 調査委員会 立ち 0.5%
％は有効回答数2,988に
対する割合

他4. 社長等に対し調査委員会の立ち
上げを拒否するのか否かをせまる、牽
制、説得等

14

回答の多くが、「担当替えが粉飾決算に関する内部通報を受けて調査委員会を立ち上げようとした
ことに対するものと判断されれば、不当である旨を表明し、再考を求めること」に繋がるものであった
ことは非常に心強いことは非常に心強い。

一部回答にあるように、内部通報が闇に葬られることがないよう、早急に監査役主導の第三者を含
む調査委員会を組成することを企図して、その旨を取締役会で報告すること等も考えられるであろう。
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【意識調査】 不祥事の兆候を感知した場合の対応（日頃の工夫、心構え等）
（問12＊）

6 2%

(1) 平時（不祥事発覚前）に心掛けていることとして記載された事項

（％はすべて有効回答数2,988に対する割合で表示）

社長 185 6.2%

10.6%

6.3%

1.2%

2.8%

3 1%

日常・平時のコミュニ
ケーション、意見交換、
情報共有、啓蒙活動

社長 185

関係取締役、担当取締役、
CFO等（執行側）

318

内部監査部、内部統括、
コンプラ等その他関連部署

188

弁護士 35

監査法人 84

監査役（社外や親会社 ） 3.1%

9.1%

2.7%

5.2%

3.0%

監査役（社外や親会社も） 93

社内全体（現場等含む） 272

その他 80

往査、重要会議参加、研修等の実施、参加 154

社内の体制、法令、監査基準等の確認・整備 90

22.0%

11.3%

4.1%

(2) 不祥事発覚時/後に心掛けていることとして記載された事項

情報収集、事実関係の確認（有事）、早期調査実施 658

執行側（代取含む）への報告、情報提供、調査依頼 337

関係部署への報告、調査、調査依頼（財務部門含
む）

122

0.9%

6.9%

8.7%

3.8%

調査委員会等設置 27

内部監査部門、内部統括部門、コンプラ部門との連
携（対応協議、調査など）

206

監査役会の開催、対応協議など(社外や親会社の監
査役等も)

260

弁護士との連携、意見聴取等 115

3.5%

2.3%

1.1%

(3) その他の記載事項～時期の記載のないもの

監査法人との連携、意見聴取等 105

社内規定、法令、監査基準等を再度確認・整備、再
発防止策

68

記録等に残す 34

監査役として公正中立 毅然と 辞任する覚悟で

平時においては、コミュニケーション・情報共有を重視する回答が多い。監査役自身による調査能力を高め、
社長等経営陣とのコミ ニケ シ ンを図り 監査役スタ フを充実させ いざという時に内部監査部門等の協

11.1%

6.3%

0.4%

監査役として
の意識

公正中立、毅然と、辞任する覚悟で
等

333

その他 迅速に行動する、株主を意識する等 189

特になし 13

社長等経営陣とのコミュニケーションを図り、監査役スタッフを充実させ、いざという時に内部監査部門等の協
力が得られる環境を整備する等を心掛けている様子がうかがえる。

不祥事発覚時には事実関係の確認を挙げる回答が多い。

拙速に行動することは慎むべきであるが、時間の制約があるケースが多いので、迅速且つ的確なアクションを
取るよう心がけることも重要であろう。
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【意識調査】 近時の企業不祥事（監査役の責任が問われる）による監査役の心境変
化とその理由
（問13-1、13-2、13-3＊）

まったく

変化は
大いに

変化が

あった

23%

多少変

化が

あった

あまり

変化は

ない

24%

変化は

ない

3%

あった

50%

82

14 40
26 46

73 9

90%

100% その他

懸念材料が増えた

理由

108

337

257

285

61
60%

70%

80%

以前から心構えを持っ

ているので心境に変化

はない

監査役業務の重要さを

再認識した

451 182

61

40%

50%

再認識

これまでも対応策には

万全を期してきた（自社

での具体策）

報道された事件は特殊

であり、自社では起こり

得ない451

758

121 14

182

12

10%

20%

30%
得ない

自社の対応策は不十分

だから不安

監査役に対する世間か

らの風当たりが強くなっ

た

心境に大いに変化があったとする回答は、どこの企業でも起こりうるとの認識が根底にある一方、全
く変化はないとする回答は 既に対応策が万全であるとの認識が根底にあるようである

14

0%
大いに変化があった 多少変化があった あまり変化はない まったく変化はない

どこの会社でも起こり得

る

く変化はないとする回答は、既に対応策が万全であるとの認識が根底にあるようである。

一連の不祥事において内部統制の弱点(限界)と言われる経営トップの関与が問題となったことを考
慮すると、対応策を評価するに際しては、内部統制の構築・運用のレベルだけでなく、コーポレート・
ガバナンスの在り方という観点から考えることも重要である。
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【意識調査】 近時の企業不祥事による執行側の変化の状況や内容
（問14-1、14-2＊）

6．社外取締役を選 7 その他（問14 2
5．内部統制システ

ムの運用状況につ

いての再点検を

行った

11%

6．社外取締役を選

任した、又は導入

の検討が開始され

た

3%

7．その他（問14‐2

で自由記載）

4%

1．特に変化はない

50%

2．コンプライア

ンス体制を

3．内部通報体制を

整備した、又は整

備を検討している

4．内部統制システ

ムの基本方針を見

直した、又は見直し

を検討している

6%

0 20 40 60 80
他 答

機関設計別の執行側の変化状況

強化した、

又は強化を

検討している

19%

備を検討している

7%

1.3%

2.1%

内部統制やコンプライアンス体制等

は継続して改善中（社内の具体策）

内部統制やコンプライアンス体制等

意識 高 （精神 ）

その他の回答

40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%

0.5%

0.2%

0 5%

への意識が高まった（精神面）

内部監査部門の強化

何かしらしてるが、自信なし

変化なし（以前より社内での体制が

0%
10%
20%
30%
40%

執行側の意識に変化がないとの回答が半数に上ることはやや気懸りである。

0.5%

0.2%

変化なし（以前より社内での体制が

整っている）

その他

その他の内訳

有効回答数
2,988に対す
る割合で表示

執行側 意識 変化 回答 半数 。

最近の一連の企業不祥事は、内部統制の弱点（限界）と言われる経営トップが関与した案件であり、
内部統制システムの強化ではこの種の企業不祥事は防止できない。従って、コーポレート・ガバナ
ンス体制の見直し、内部通報体制の整備、コンプライアンス重視の経営姿勢の確立を含め、経営陣
の意識改革を促していく必要があると考えられる。
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【調査】 監査役が外部専門家（弁護士、会計士等）に独自に意見を聞く場合の支障
（問15＊）

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400

56.4%

17.7%

8.9%

2.6%

3.0%

1支障はない、特になし

2弁護士や会計士などとの連絡方法がない

3費用、コスト

4社長など執行側の意向による、理解不足等

5事実関係を把握できるか
1.6%

2.9%

0.7%

2.5%

0.5%
2.1%

6情報が漏れるおそれ、守秘義務

7弁護士や会計士の質の問題

8人員不足

9分からない

10時間不足

11タイミングや重要度が分からない

％表示は有効回答数2,179に
対する割合

タイミ グや重要度が分からな

70%

80%

90%

100%

機関設計別の支障事項の分布

80%

90%

100%

大会社等会社法上の区分別の支障事項の分布

12その他

11タイミングや重要度が

分からない
10時間不足

20%

30%

40%

50%

60%

7 %

30%

40%

50%

60%

70% 9分からない

8人員不足

7弁護士等の質の問題

6情報が漏れるおそれ

0%

10%

0%

10%

20% 5事実関係を把握できる

か
4執行側の意向による等

3費用、コスト

2弁護士等との連絡方法

がない
1支障なし 特になし

監査役による外部専門家の起用について何ら支障が無いとされるケースが大半を占めていることは
好ましいことであるが、その一方で、社外の弁護士・会計士との接触や費用負担に悩みを抱えてい
る声も依然としてある。

外部専門家との接点を持つためには 当協会の弁護士による相談制度（月例相談室 法的サポート

1支障なし、特になし

外部専門家との接点を持つためには、当協会の弁護士による相談制度（月例相談室、法的サポ ト
相談室～詳細は事業案内参照～）等や会員監査役相互間での情報交換の場を活用することも考え
られる。

外部専門家の利用に係る費用については、必要以上にかかることのないように配慮することは当然
であるが、本来監査費用の一部であり、強い気持ちで執行側を説得することが望まれる。
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【意識調査】 不祥事対応についての自由な意見
（問16＊）

0 20 40 60 80 100 120 140

14

28

21

66

監査役同士の連携が必要

社外監査役とよく相談する、有効である

監査役として外部専門家を活用する体制が必要

社内の情報収集（体制整備）が重要

18

135

22

19

会計監査人との連携が重要

執行部とのコミュニケーションが重要

社内関連部署（内部監査等）との連携が重要

他社事例に学ぶ・知識吸収する 19

20

13

13

20

他社事例 学 知識吸収す

常識・モラルを重視、磨く

保身に回らない・身を賭す

独立を貫く

見逃さない・気づく（その能力を高める）

93

63

34

7

職務に忠実に・責任を全うする・行動する

毅然と、覚悟を持って

監査役として不祥事に適正に対処できるか不安を感じる

子会社・海外対応に課題、不安あり

25

12

62

100

監査役制度の限界を感じる・人選の問題あり

内部統制の限界ではないか

経営トップの資質・評価が問題

予防こそが大切である 100

30

22

88

21

予防こそが大切である

早期発見早期対応に努める

事後対応を中心に考える

統制環境（企業風土、社風、社長のメッセージ等）の整

備・浸透が重要

内部通報制度の活用・強化が必要

33

52

25

55

社内の教育・意識改革を重視

再発防止が重要

内部統制システムの整備をしていくしかない

有効回答数
1,031



平成 24 年 5 月 11 日 
公益社団法人日本監査役協会 
ケース･スタディ委員会 
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参考 

 

企業不祥事の疑いを感知した際の監査役の行動のあり方等に関する 

インターネット・アンケート調査票 
 

5 月 11 日付け E-mail または FAX にてご案内申し上げたとおり、表題のアンケート調査

を行います。よろしくご協力頂きますようお願い致します。 

本調査は、当協会のケース・スタディ委員会が、企業不祥事の疑いを感知したときに監

査役がどう行動するべきか等を提言する際の参考として、お願いするものです。 
 実際の企業不祥事例を参考に一般化した２つのケースをお示ししておりますので、それ

ぞれのケースで、「あなたならどうする？」ということをお考えいただき、ご回答くださ

い。アンケートの性格上、前提条件等を簡潔化しているところがありますので不十分と感

じられることもあろうかと存じますが、何卒事情ご賢察の上、忌憚なくご回答をお寄せく

ださるようお願いいたします。また、自由記載については、答え難い質問は飛ばして頂い

ても結構です。 

なお、ご回答いただいた内容については、このアンケートの目的以外には使用いたしま

せん。情報管理を徹底し、特定の会社、個人が識別できる情報としては取り扱いません。 

 

アンケート実施期間： 

平成２４年５月１１日（金）～５月３１日（木）午後５時まで 

 

回答上のご注意：  

・ 回答は、一人一回答でお願いいたします。 
お一人で複数のご回答が寄せられた場合は、最後のご回答を有効な回答とさせていただきます。 

・ ５月 11 日付け E-mail または FAX にてご案内いたしました「企業不祥事の疑いを感知した際の監

査役の行動のあり方等に関するインターネット・アンケートへのご協力のお願い」に記載の「ア

ンケートコード」をご入力ください（会員一人につき一個のアンケートコードを設定しておりま

す）。 
このコードは、ご回答者を特定するためのものではなく、お使いのインターネットブラウザ、回

線、サーバー等の問題で複数回送信される場合もあることから、お一人一回答を確認するために

使用するものです。 

・ いずれのケースも、現在お務めの会社での行動をお尋ねするものではございません。社外監査役

の方や、委員会設置会社の監査委員の方も、ご自身がそれぞれの設例に遭遇されたらどう対応さ

れるかという観点で、ご自由にご回答ください。 

・ E-mail アドレスをご入力頂いた方には、ご回答内容が自動的に返信されます。 

・ ご回答にあたり、予め設問内容をご確認いただくこともできます。必要に応じてこちらの pdf フ

ァイルをご活用ください。 (インターネットが使えない場合は「section2@kansa.or.jp 」宛にご連

絡ください。） 
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ご回答者のアンケートコード（必須） 

 

 

E-mail アドレス （任意） 

 ＠  

 

 

Ⅰ．基本情報  

回答される方と所属されている会社（複数社を兼務されている場合は最も関わりの深い会社）の属性

をお尋ねします。                        

 

Ｆ１ 社内・社外の区分 

① 社内  ② 社外 

 

Ｆ２ 常勤・非常勤の区分 

委員会設置会社の方は、常勤監査役に準じ、会社に常駐しているか等を基準にお答えください。 

① 常勤  ② 非常勤 

 

Ｆ３ 会社の機関設計 

① 監査役設置会社  ② 監査役会設置会社  ③ 委員会設置会社  ④ その他（特殊法人等） 

 

Ｆ４ 上場区分 

① 上場会社  ② 上場会社以外 

 

Ｆ５ 会社法上の区分 

① 大会社  ② 大会社以外  ③ その他（特殊法人等） 

 

Ｆ６ 業種区分 

①水産・農林業・鉱業 ②建設業 ③食料品 ④繊維製品・パルプ・紙 ⑤化学・医薬品 

⑥石油・石炭製品・ゴム製品・窯業 ⑦鉄鋼・非鉄・金属 ⑧機械・機器 ⑨その他製造 

⑩卸売業 ⑪小売業 ⑫不動産業 ⑬運輸・倉庫 ⑭情報・通信 ⑮電気・ガス業 ⑯サービス業 

⑰金融・保険業 ⑱その他 

 

Ｆ７ 会社の株主等の状況 

① 親会社、議決権の過半数を有する個人やグループがいる  ② それ以外（①に該当しない） 

 

 

Ｆ８ 社内監査役（監査委員）（Ｆ１で①と回答された方）の経歴 

 貴社の監査役（監査委員）に就任する前の貴社若しくはその子会社における前職（最終役職に限らず、

貴社の経営に最も影響があったとお考えのもの）を、以下から一つ選択してください。 

 

① 代表取締役(執行役)社長  ② 社長以外の代表権のある取締役・執行役 

③ ①・②以外の業務執行取締役・執行役  ④ 業務執行を行わない取締役 

⑤ 専務・常務執行役員  ⑥ ⑤以外の執行役員 

⑦ 監査関係部長等  ⑧ 監査関係以外の部長等  ⑨ その他 
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Ｆ９ 社外監査役（監査委員）（Ｆ１で②と回答された方）の経歴 

貴社の社外監査役（監査委員）に選任されるに当たり、最も重視されたと思われる経歴（前職・現職

等）を、以下から一つ選択してください。 

 

① 親会社の役職員 ② 大株主の役職員 ③ 取引銀行の役職員 ④ 取引先の役職員  

⑤ 会社と無関係な会社の役職員 ⑥ 公認会計士又は税理士 ⑦ 弁護士（検事・判事等を含む） 

⑧ 大学教授 ⑨ 官公庁の職員 ⑩ その他 

 

Ｆ１０ 職務を補助する使用人（スタッフ）の有無（専任・兼任を問わない） 

① 複数いる  ② １人いる  ③ いない 

 

Ｆ１１ 監査役（監査委員）の経験年数（現職の会社かどうかを問わない） 

① １年未満  ② １年以上４年未満  ③ ４年以上 
 

 

 

Ⅱ．ケース１  

あなたがＸ社の常勤監査役である場合を想定し、ご回答ください。（常勤監査役でない方も、お答えく

ださい。） 

 

 

 

問 1-1  このような内部通報を受けた後、あなたは何をしますか。（複数回答可） 
1．監査役が主導して調査を行う 
2．Ｘ社の内部通報担当部署に対し、A 社の調査を指示し、結果を報告するよう求める 
3．Ｘ社でグループ内部監査を担当する部署（グループ内部監査部）に対し、A 社の調査を指示し、

結果を報告するよう求める 
4．特に何もしない 
5．その他（問 1‐3 で自由記載） 

 
問 1-2  問 1-1 で肢 1. ～4. を選択した理由をお書きください。 

 
 

 
問 1-3  また、問 1-1 で「5. その他」を選択した方は、ご自由にご記入ください。 

 
 

[回答例] 監査役会で対応を検討する／外部の調査機関を雇う・・・ 

 

グループの中核会社であるＸ社では、グループ内部通報制度の中で、グループ各社の役職員から

の内部通報を受ける窓口の一つとして、Ｘ社の監査役を指定しています。 

Ｘ社の常勤監査役は、匿名の通報者から、「Ｘ社連結子会社であるＡ社（監査役設置会社）が架

空取引を行っている。Ａ社業績に重大な影響を与えるだけでなくＸ社連結決算にも重大な影響を

与えかねない長期滞留在庫があることを、Ａ社の社長（Ｘ社の役職員を兼務していない）は隠し

ている」との通報を受けました。 
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問 2-1  問 1-1 で「1. 監査役が主導して調査を行う」を選択された方にお聞きします。 

具体的にどのような調査を行いますか。（複数回答可） 

1．Ａ社の社長を呼び、説明を求める 
2．Ａ社の監査役に調査・説明を求める 
3．自らＡ社に出向き、在庫確認、帳簿閲覧等の調査を行う 
4．外部者に依頼して調査させる 
5．Ｘ社でＡ社の監督を担当する部門の担当取締役を呼び、調査・説明を求める 
6．その他（問 2‐2 で自由記載） 

 
問 2-2  問 2-1 で「6. その他」を選択した方は、ご自由にご記入ください。 

 
 

 
問 3  問 1-1 で「3. Ｘ社でグループ内部監査を担当する部署（グループ内部監査部）に対し、Ａ社

の調査を指示し、結果を報告するよう求める」を選択された方にお聞きします。 

グループ内部監査部に対し調査を依頼しましたが、報告期限を経過しても報告がありませんでした。

あなたは、どうしますか。 

考えられるアクションのうち、重要と考える事項を簡単にお書きください。 

 
 

[回答例] 報告が出るまで待つ／調査状況を聞く／外部に調査を依頼する／第三者委員会の設置を促す・・・ 

 

 
 

問 4-1  決算発表が間近に迫っているとの理由で、Ｘ社執行部が調査委員会に対し、短期間（２週間）

で結論を出すよう求めました。あなたの目から見ると、短期間では十分な調査は行なえないように

感じられます。この場合、どうしますか。 

  考えられるアクションのうち、重要と考える事項を簡単にお書きください。 
 
 

[回答例] 報告が出るまで待つ／調査委員会に最低限調べて報告して欲しい内容を伝える／調査委員会に２

週間で十分な調査を行えるか質問し、満足のいく回答がない場合は X 社執行部に対し調査委員会に十分な調

査期間を与えるよう要請する・・・ 

 
問 4-2  調査委員会から『架空取引と疑われる事実はない』との結論が報告されましたが、さまざま

な制約（提出された資料に基づいた調査である、実地検査は行っていない等）が付いており、その

まま鵜呑みにすることができません。決算発表の期日が迫っている中で、あなたはどうしますか。 

  考えられるアクションのうち、重要と考える事項を簡単にお書きください。 
 
 

[回答例] 再調査をさせる／とりあえず受け入れる／監査報告において留保意見を付ける／監査報告書の提出

時期について相談する・・・ 

その後、あなたはＸ社内部監査部と一緒にＡ社に実際に出向き、倉庫を実地調査し、在庫の状況

や関係帳簿を確認しました。その結果、確証を持つには至らなかったものの架空取引の疑いが消

えなかったので、Ｘ社の執行部に対し、調査委員会を立ち上げて適切に調査し、必要な対応を行

うよう求めました。 
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問 5  様々な調査等の結果、あなたは、架空取引がほぼ確実であるとの結論に至りました。この時点

で、あなたはどうしますか。  

考えられるアクションのうち、重要と考える事項を簡単にお書きください。 
 
 

[回答例] X 社の財務・経理等の部署に確認させる等・・・ 

 
問 6-1  内部通報を受けてから、架空取引がほぼ確実との結論に至るまでの間、あなたはどのタイミ

ングで最初に架空取引疑惑を取締役会に報告しますか。（いずれか１つを必ず選択） 

1．内部通報を受けた時点 
2．疑いを持った時点 
3．ほぼ確実と思われるに至った時点 
4．報告はしない 
5．その他（問 6‐2 で自由記載） 

 
問 6-2  問 6-1 で「5. その他」を選択した方は、ご自由にご記入ください。 

 
 

 
 
 
Ⅲ．ケース２  

あなたがＹ社の監査役であると想定し、ご回答ください。 

 Ｉ．基本情報のＦ２で「① 常勤」とお答えの方はあなたがＹ社のＺ常勤監査役であると想定し、 

「② 非常勤」とお答えの方はＹ社の非常勤監査役であると想定してください。 

 

 
 

Ｙ社は、昨年度の連結純利益が 100 億円の会社で、常勤監査役１名と非常勤監査役２名から成る

監査役会設置会社です。  

(1) ある日、社外監査役を含む全監査役が参加したＹ社の監査役会で、会計監査人から「社長の

肝いりで進められている 100 億円規模の買収案件がある。買収先Ｂ社の事業計画を見たとこ

ろ、赤字続きの会社で、業績予測も特段の投資を行うことなく飛躍的に上昇するものとなって

いて、あまりに楽観的にすぎると思っている。こんな値段で買うとは何か他の意図さえも感じ

る。投資評価のプロセスや投資のスキーム等に問題がないかどうか、監査役としてのお考えを

聞きたい。」という話がありましたが、監査役は誰もこの買収案件の存在を知りませんでした。

(2) Ｚ常勤監査役は、監査役会で事実確認の依頼を受け、財務筆頭役員（CFO）に聞いたとこ

ろ、「これは社長の肝いりで、私と社長で進めている。大規模な重要案件だから、社内にはほ

とんど知らせていない。法務部も関与していない。あなたにも知らせず、申し訳なかった。Ｂ

社は外からは収益性がないと見えるかもしれないが、めったにない掘り出し物であり、事業の

将来性には何の問題もない。来週には取締役会に付議する予定なので、監査役会にもその旨を

伝えておいてほしい。」と言われ、Ｚ常勤監査役は、他の監査役にそのままを伝えました。 

(3) その１週間後、各監査役宛に、取締役会の開催通知と議題であるＢ社買収の決定に関する資

料が送付されてきました。資料は、会計監査人から問題がありそうだと指摘された内容を含ん

だままの金額で作成されており、３日後の取締役会に付議される予定です。 
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問 7-1  (2)と(3)の間に、あなたならどう行動しますか。（複数回答可） 
 1．監査役会の開催を求め、対応を協議する 

2．案件内容の報告を求める 
3．弁護士に相談する 
4．特に何もしない 

 5．その他（問 7‐4 で自由記載） 
 
問 7-2  問 7-1 で「2. 案件内容の報告を求める」とお答えの方は、説明を求める相手と報告を求め

る内容、さらに報告を聞いた後の対応等をお書きください。 

 
 

[回答例] 社長に買収案件の内容や買収検討の体制等を聞く／ＣＦＯに買収価格の計算根拠を聞く・・・ 
 
問 7-3  問 7-1 で「4. 特に何もしない」とお答えの方は、その理由をお書きください。 

 
 

[回答例] 買収案件は、経営判断なので何もしない／この段階では違法性があるかどうかわからないので何もし

ない・・・ 

 
問 7-4  問 7-1 で「5. その他」を選択した方は、ご自由にご記入ください。 

 

 

 

 

問 8-1  (3)の取締役会資料を受け取った後、あなたならどう行動しますか。（複数回答可） 
1．買収価格の決定を含め買収を行うかどうかは経営判断なので、何もしない 
2．弁護士など外部専門家に意見を求め、善管注意義務上の問題等を確認する 
3．監査役会と社長の話し合いの機会を設ける 
4．監査役会として取締役会決議に対する意見書を提出する 
5．その他（問 8‐2 で自由記載） 

 
問 8-2  問 8-1 で「5. その他」を選択した方は、ご自由にご記入ください。 

 
 

 
問 8-3  あなたなら、取締役会の前に監査役会を開催し、取締役会への対応について協議を行いま

すか。（いずれか１つを必ず選択） 

 1．はい         → 問 8‐4 
 2．いいえ        → 問 8‐6 
 

問 8-4  問 8-3 で「1. はい」を選択された方にお聞きします。監査役会では具体的に何を行います

か。（複数回答可） 

 1．取締役会で質問する内容や述べるべき意見を相談する 

 2．役割分担を決める（問 8‐5 で自由記載） 
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問 8-5  問 8-4 で「2. 役割分担を決める」を選択した方は、分担方法をご記入ください。 

 

 

[回答例] 質問は社外監査役がする、意見は社内監査役が述べる 

  

問 8-6  問 8-3 で「2. いいえ」を選択した方は、監査役会を開催しない理由をお書きください。 

 

 

 

問 9  会計監査人から聞いた話も含め、疑わしい案件であるとは思いつつも、特段の新しい情報も得

られないまま取締役会の当日を迎えました。あなたは取締役会でどのような行動を取りますか。 

 

問 9-1  取締役会で質問する方は、具体的な質問内容をお書きください。 

 

 

[回答例] 買収先の業績見通し／買収価格をどうやって決めたのか／社長と CFO のみで進めている理由は何

か・・・ 

 

問 9-2  取締役会で意見を述べる方は、具体的な意見内容をお書きください。 

 

 

[回答例] 質問をしたが買収価格に納得できない。会計監査人が疑問を呈しているので、見直した方がよいので

はないか・・・ 

 

問 9-3  取締役会で質問もせず、意見も述べない方は、その理由をお書きください。 

 

 

[回答例] 監査役が何を言っても止まらないから／買収は経営判断･･･ 

 
問 10-1  取締役会の説明でも、あなたの疑念は払拭されませんでしたが、Ａ社買収案件は可決され

ました。この決定を受けて、あなたはどうしますか。（複数回答可） 

1．何もしない 
2．差止め請求する 
3．案件の執行状況を監査するよう計画する 
4．自身が辞任する 
5．その他（問 10‐2 で自由記載） 

 
問 10-2  問 10-1 で「5. その他」を選択した方は、ご自由にご記入ください。 
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問 11-1  この担当替えの議案について、あなたはどう対処しますか。（複数回答可） 

1．担当替えの理由や背景について質問する 

2．不当な担当替えである旨を意見表明する 

3．取締役業務担当分野の人事権は取締役会の専権事項であり、監査役としては立ち入るべきでは

ないから、特段のアクションを採らない 

4．その他（問 11‐2 で自由記載） 

 

問 11-2  問 11-1 で「4. その他」を選択した方は、ご自由にご記入ください。 

 

 

 

 

Ⅳ．その他 

日頃の監査役としてのお考え等についてお尋ねします。 

 

問 12  不祥事の兆候をつかんだ場合の対応について、日頃から監査役として心掛けていること（工

夫、心構え、規程など）がありましたら、お書きください。 

 
 
 
 

 

問 13-1  最近、企業不祥事で監査役の責任が問われるケースが出てきている中で、ご自身の心境に

変化はありましたか。（いずれか１つを必ず選択） 

  1．大いに変化があった 
  2．多少変化があった 
  3．あまり変化はない 
  4．まったく変化はない 
 
問 13-2  その理由は何ですか。（いずれか１つを必ず選択） 

  1．どこの会社でも起こりうる話と感じたから 
  2．監査役に対する世間一般の風当たりが強くなったと感じられるから 
  3．自社の不祥事防止や発生後の対応に不十分な点があると感じたから 

4．報道されているものは特殊な事例であり、自社では起こり得ないから 
5．これまでも不祥事防止や発生後の対応には万全を期して来たから 
6．その他（問 13‐3 で自由記載） 

Ｂ社買収案件は取締役会で案件が可決され実行されました。しかしその 2 年後･･･「Ｂ社の買収

は粉飾隠しのためのものではないか」との内部通報が、コンプライアンス担当取締役とＺ常勤監

査役宛に来ました。コンプイアンス担当取締役は、「事実関係・疑惑の真偽を確かめるため、社

長・CFO をはずした社内調査委員会を立ち上げるべきである」という意見を、社長とＺ常勤監査

役宛に述べました。すると社長は「勝手なことをするな。そんな勝手なことをするのならコンプ

ライアンス担当から外す」として、次の取締役会でコンプライアンス担当取締役の担当替えの議

案が付議されました。 
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問 13-3  問 13-2 で「6. その他」を選択した方は、ご自由にご記入ください。 
 
 

 
 
問 14-1  最近の一連の企業不祥事を受けて、あなたの会社では執行側に変化はありましたか。（複

数回答可） 

  1．特に変化はない 
  2．コンプライアンス体制を強化した、又は強化を検討している 
  3．内部通報体制を整備した、又は整備を検討している 
  4．内部統制システムの基本方針を見直した、又は見直しを検討している 
  5．内部統制システムの運用状況についての再点検を行った 

6．社外取締役を選任した、又は導入の検討が開始された 
7．その他（問 14‐2 で自由記載） 

 
問 14-2  問 14-1 で「7. その他」を選択した方は、ご自由にご記入ください。 

 
 

 
 
問 15  企業不祥事の疑いを感知した際に、監査役として弁護士や会計士等の外部専門家に独自に意

見を聞く場合、現実の支障となっている事項として、どういった事項がありますか。 

 
 

 

 

問 16  その他、不祥事対応についてのご意見をご自由にお書きください。 
 

 

 

 

 

 

以 上 
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